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（１）行政経費及び独立行政法人経費 （単位：百万円）

区　　　　　分

R6年度 R5年度 対前年度

要求額 予算額 倍　率

（Ａ）

安定的な海上輸送の確保に向けた我が国海事産業の競争力強化 11,094 7,315 1.52
＜主要事項＞

海事産業強化法を踏まえた国際競争力強化・生産性向上 3,042 435 7.00

バーチャル・エンジニアリングによる船舶産業の省人化・効率化 151 103 1.47

船舶関連機器のサプライチェーン強靱化事業 2,466 － 皆増

海事産業の連携による強い内航海運の実現 260 － 皆増

内航海運業の取引環境改善・生産性向上に向けた取組 40 20 2.00

海事分野のカーボンニュートラル推進 130 91 1.43

ガス燃料船の競争力強化 10 11 0.93

自動運航船の実用化に向けた環境整備 55 51 1.07

官公庁船分野の海外展開に向けた環境整備の高度化 50 － 皆増

内航カーボンニュートラルの実現に向けた環境整備 30 － 皆増

浮体式洋上風力発電施設の導入拡大・海外市場獲得に向けた環境整備 30 － 皆増

脱炭素燃料のバンカリングガイドラインの策定に向けた調査 30 20 1.50

GHG削減に向けた国際戦略の推進 30 － 皆増

船員の確保・育成体制の強化 99 91 1.09

造船業における人材の確保・育成 119 72 1.66

海事人材の確保・育成 7,923 6,789 1.17

独立行政法人海技教育機構経費 7,651 6,576 1.16

総合的な海上安全対策等の推進 638 635 1.00
＜主要事項＞

旅客船事業者等に対する検査・監査体制の強化 535 541 0.99

マラッカ・シンガポール海峡等航行安全対策 36 31 1.16

その他（海事振興等） 474 460 1.03

〇　離島航路の確保維持による地域の活性化（地域公共交通確保維持改善事業） 要求額 282億円の内数

〇  物流の2024年問題の解決等に向けた物流の革新 要求額   6億円の内数＋事項要求

〇（国研）海上・港湾・航空技術研究所経費 要求額  62億円の内数

一般会計　　合　計 12,206 8,410 1.45

（２）関連事項

0.99

〇　海事観光の推進（地域における受入環境整備促進事業） 要求額  19億円の内数

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構（海事勘定） 23,000 22,200 1.04 61,811 62,687

　　　

財政投融資 自己資金等との合計

R6年度
（Ａ）

R5年度
（Ｂ）

対前年度倍率

（Ａ／Ｂ）
R6年度
（Ａ）

R5年度
（Ｂ）

対前年度倍率

（Ａ／Ｂ）

〇　我が国海事関連技術の海外展開の推進 要求額  21億円の内数

※上記以外にデジタル庁一括計上分として3.8億円を計上（うち海事行政DXの推進として1.8億円を計上）

（３）財政投融資計画総括表 （単位：百万円）

令和６年度海事局予算概算要求総括表

資金内訳
区 分
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安定的な海上輸送の確保に向けた我が国海事産業の競争力強化

造船・海運分野の競争力強化

○ 船舶は、四方を海で囲まれた我が国の貿易量の９９．６％を支える海上輸送を担っており、国民
生活・経済活動の維持に不可欠。

○ 中国国営の２大グループが統合するなど、中・韓造船企業の規模が更に大きくなり、加えて大規
模な公的支援を受ける中、我が国造船業にとって、益々競争環境が厳しくなる見込み。

○ 今後、LNG等のガス燃料船の建造が開始・増加するところ、人材確保を含め生産体制の急速な
整備が必要。

内航海運の取引環境改善・生産性向上、「強い内航海運」への変革

（１）海事産業強化法を踏まえた国際競争力強化・生産性向上

オペレーター
（運送事業者）
1,467者

貨物の運送

荷主

オーナー（船舶所有者）
1,345者

輸送依頼

輸送手段の提供

<内航海運業界>

99.7％が

中小事業者

船員雇用船舶建造・所有

<内航海運業界の構造>

（自動運航船） （ゼロエミッション船）

（バーチャル・エンジニアリングによる船舶建造）

・脆弱な事業基盤である
ため、新船の代替が進
まず、CNやDXの対応
が困難

・生産性向上

・船員の高齢化

等

内航海運の課題

50歳以上
44%

（内航船員の年齢）

14年以上
70%

（内航船舶の船齢）

○ 内航海運の市場構造は、寡占化された荷主企業・オペレーター・オーナーの専属化、系列化が
進展しており、さらに、事業者の９９．７％は中小企業で事業基盤が脆弱。このため、荷主と内航海
運業者間等の取引環境の改善等を図るための取組が不可欠。

○ また、内航海運は、DXやGXといった社会変容や船員の高齢化といった課題に対応し、物流革
新や洋上風力産業への参画といった新たな社会ニーズに貢献していくことが必要。このため、技
術開発を通じて、今後の社会変容に柔軟に対応できる「強い内航海運」への変革が不可欠。

エンジン

クランクシャフト

ソナー

（経済安全保障推進法に基づく特定重要物資）

プロペラ
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内航
船員

物流の大動脈としての役割を継続して果たし、高齢化が深刻

な状況を踏まえ、来たるべき大量離職に備え、業界全体の

適切な世代交代を図るため、新人船員の計画的な確保を推進。

離職者

我が国の経済安全保障の観点から一定数の外航日本人船員

の確保が必要。

また、我が国商船隊全体の国際競争力向上の観点から、

優秀な外国人船員の取込みが必要。

一定程度の海技技術を有する離職船員を復職させることで、

効率的・安定的な海上輸送と船員の確保に寄与。

あわせて、若年世代への技能・知識の伝承を図る。

外航
船員

○ 船員養成には、国際条約で義務づけられている基準をクリアする訓練を実施する必要があり、
長期的視点に立って、相応の費用を投入し、訓練施設・教官・カリキュラム等の手当、整備を図る
必要がある。

○ 「（独）海技教育機構」(JMETS)は、座学教育に加え、様々な気象条件や海上という特殊な環境
を理解し運航技能を習得するための乗船実習を効果的・効率的に実施し、「船員養成機関の核」
として船員の安定的供給を行っている。

（２）海事分野のカーボンニュートラル推進

○ 国際海事機関（IMO）は「2023 IMO GHG削減戦略」を令和5年7月に採択し、「国際海運からの
2050年頃までのGHG排出ゼロ」を新たな目標と設定。これまで「今世紀中できるだけ早期の排出
ゼロ」としていた目標を大幅に前倒し。

○ IMOでは、本年以降、同目標を達成するための新たな国際ルールの策定に向けた作業が本格化
し、数年をかけて制度設計を最終化していくことが見込まれている。

○ 国際海運のGHG排出を効果的に削減できるルールが整備されるよう、我が国が対策の策定を
リードする。

外航海運のカーボンニュートラルの取組

（３）海事人材の確保・育成

○ 船員は、平時・非常時を問わず、国民生活・経済活動を支える重要な担い手であり、常時安定的
な確保が必要。

（独）海技教育機構

船員確保・育成対策
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１．安定的な海上輸送の確保に向けた我が国海事産業の競争力強化

海事産業強化法を踏まえた国際競争力強化・生産性向上

（１）海事産業の連携による強い内航海運の実現
要求額 ２６０百万円（新規）

内航海運は、DXやGXといった社会変容や船員の高齢化といった課題に対応し、物流革新や洋

上風力産業への参画といった新たな社会ニーズに貢献していくことが必要。

技術開発を通じて、今後の社会変容に柔軟に対応できる「強い内航海運」への変革が不可欠。

〇 「強い内航海運」の実現に向けた技術開発・実証事業を支援
→内航海運の課題を解決し、且つ社会ニーズに貢献できる技術開発
又は実証に要する費用を補助（１／２以内）

・内航海運の生産性向上 ・船員の働き方改革の推進 ・海事産業の競争力強化

背景・課題

事業内容

効 果

モーダルシフト
↑経済性
↑環境性

・DXによる物流の効率化や物流GXの推進

・洋上風力拡大への貢献

（バッテリー船）

（洋上風力発電施設作業船）

・脆弱な事業基盤であるた
め、新船の代替が進まず、
CNやDXの対応が困難

・生産性向上

・船員の高齢化

等

内航海運の課題

（内航船舶の船齢）

50歳以上
44%

物流の効率化に係る技術開発（例）

①船員の労働負担が大きい作業の効率化

（内航船員の年齢）

社会ニーズ

②洋上風車に安全に移乗できる設備開発②船内騒音軽減に資する電動化の普及促進

14年以上
70%

波高が高い等の海象条件に適した作業

船の技術開発（例）

①動揺を軽減する船型・
システムの開発

ケミカルタンカーのタンク洗浄に関するケミカルの種類
毎の作業工程の見える化や作業工程の自動化

電動化対象の拡大（船種・大きさ等）に向け
た配置柔軟性の向上や対象電動機器拡大のため
の電気ユニットの小型化や高効率化

洋上風車のタワー部

課題とニーズに同時に対応
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事業内容

効果

背景・課題

○内航海運業界は、事業者の９９．７％が中小企業で事業基盤が脆弱であり、荷主よりも立場が
弱く、対等な交渉で十分な運賃等を収受できない場合があるなど、収益性が低いという構造的
な課題がある。

○このため、荷主と内航海運業者間等の取引環境の改善等を図るための取組が不可欠であり、
令和４年４月には改正内航海運業法を施行し、荷主と内航海運業者間等の契約書面の交付等
を義務付けるとともに、当該法律の実効性を高めるために、「内航海運業者と荷主との連携強化
のためのガイドライン」の策定・周知を図ったほか、「内航海運と荷主との連携強化に関する懇
談会」（構成員：国交省、荷主業界、内航海運業界）等を開催し、荷主等との取引環境は改善に
向かいつつあるところ。

○他方で、内航海運業界では、取引環境の更なる改善のためには、改善が必要と思われる商慣
習があるとの声が関係団体より挙げられている。「物流革新に向けた政策パッケージ」（令和５
年６月２日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）も踏まえつつ、内航海運業の取引
環境改善・生産性向上に向け、商慣習の実態について把握し、それを改善する必要がある。

安定的な海上輸送を確保できる「強い内航海運」へと発展

オペレーター
（運送事業者）

1,467者

貨物の運送

荷主

オーナー（船舶所有者）
1,345者

輸送依頼

輸送手段の提供

<内航海運業界>
99.7％が
中小事業者

船員雇用船舶建造・所有

<内航海運業界の構造>

②商慣習の改善事例の調査

内航海運における商慣習の改善方策を検討
するとともに、改善事例の業界全体への横展開
を図るため、商慣習の改善事例の調査を行う。

①商慣習の実態調査

内航海運における商慣習を明らかにするた
め、荷主及び内航海運業者に対し、商慣習
の実態調査を行う。

③調査結果を踏まえた荷主と内航海運業者間での商慣習改善に向けた方策の検討

「内航海運と荷主との連携強化に関する懇談会」や「安定・効率輸送協議会」において、商慣
習の実態や改善事例を荷主及び内航海運業者に対し共有し、関係者間で商慣習の改善方策
の検討を行う。

④商慣習見直し促進のための「内航海運業者と荷主との連携強化のためのガイドライン」の改訂

関係者間で検討した商慣習の改善方策及び商慣習の改善事例を「内航海運業者と荷主との連
携強化のためのガイドライン」に反映し、荷主及び内航海運業者に周知することで、内航海運業
界全体の商慣習見直しを促し、内航海運業の取引環境改善・生産性向上を図る。

（２）内航海運業の取引環境改善・生産性向上に向けた取組
要求額 ４０百万円（前年度 ２０百万円）
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（３）バーチャル・エンジニアリングによる船舶産業の省人化・効率化
要求額 １５１百万円（前年度 １０３百万円）

・人手不足への対応

効 果

従来よりも少ない人手で効率よく船舶を建造する体制の構築を目的として、バーチャル空間上
で製造工程の最適化を図るバーチャル・エンジニアリング技術を開発するとともに、最適工程の
実現に必要となる高度人材の教育方法の確立を図る事業者に対し、国が事業費を支援する

○ 船舶産業は、今後増加するカーボンニュートラル船等の複雑な船舶への対応が必要となる
○ 一方、人口減少に伴い、造船・舶用事業者の人手不足はさらに深刻化していく
○ 世界的な建造需要の増加が見込まれる中、他国との国際競争は益々激しさを増していく
⇒ より複雑な船舶を、少ない人手で、効率よく建造することができる体制の構築が課題

背景・課題

事業内容

開発した技術と人材教育の方法を
業界全体に普及

【対象事業者】 造船事業者・舶用事業者 【支援内容】 事業費の1/2を補助

【バーチャル・エンジニアリングの活用イメージ】

10人

20人

20人

20
人

10人

10人

10人

● 実際の建造工程（遅延が発生した場合）

● 当初計画に基づく建造作業

遅延
遅延

● 実際の建造工程

● 建造工程をリアルタイムで最適化

ある工程の遅延が全体工程の遅延を起こす

従来 今後

100人

バーチャル・エンジニアリングによって省人化と効率化を同時に実現

・船舶の効率的な建造 ・国際競争力の強化

6人
25人

15人

12人

6人

6人
15人

工期短縮
＋省人化

建造工程が最適化

85人
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（４）船舶関連機器のサプライチェーン強靱化事業
要求額 ２，４６６百万円（新規）

〇船舶は、四方を海で囲まれた我が国の貿易量の99.6%を支える海上輸送を担っており、国民
生活・経済活動の維持に不可欠。

〇船舶を構成する重要機器のうち生産途絶等のおそれが顕在化しているものについて、
サプライチェーンを強化し、安定的な供給体制の確保を図ることが必要。

〇船舶に係る特定の重要機器（エンジン、ソナー及びプロペラ）の安定的な供給体制の確保
に取り組む事業者に対し、必要となる設備投資に要する費用を補助（補助率１/３）

国 民間企業

補助（補助率1/3）

支援法人

※経済安全保障推進法に基づき指定

補助（定額）

①ガス燃料の普及に対応した船舶用機関（エンジン）及び
その部品（クランクシャフト）の国内生産基盤強化のための安定生産体制構築

②航海用具（ソナー）の国内生産基盤強化のための安定生産体制構築

③推進器（プロペラ）の国内生産基盤強化のための安定生産体制構築

➡ 船舶の動力を生み出すエンジンのボトルネック工程（性能試験）に係る設備の導入等を
支援することで、国内生産基盤を強化する。

➡ エンジンの基幹的部品であるクランクシャフトのボトルネック工程（鍛造等）に係る自動
化設備の導入等を支援することで、国内生産基盤を強化する。

➡船舶の航行の安全確保に用いられるソナーのボトルネック（原材料）に係る設備の導入等
を支援することで、国内生産基盤を強化する。

➡船舶の主たる推進力を生みだすプロペラのボトルネック工程（鋳造・加工）に係る自動化
設備の導入等を支援することで、国内生産基盤を強化する。

エンジン プロペラソナークランクシャフト

船舶の安定的な供給体制の確保 我が国経済安全保障の強化

背景・課題

事業内容

効果
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（５）自動運航船の実用化に向けた環境整備
要望額 ５５百万円（前年度 ５１百万円）

自動運航船に関する国際基準の策定

自動運航船の導入を加速するための技術の進展に対応した既存法令の検証や法的要
件の検討 等

海難事故の減少（海上安全の一層の向上）

船員の労働環境改善 海事産業の国際競争力強化

衝突事故 座礁事故

自動運航船の実用化

国際海事機関（IMO）での自動運航船に係る国際基準の策定に向けて、

我が国技術の強みが活かされた基準案を作成し、提案を行う

IMOにおける議論のイメージ

国際基準により、

客観的な安全性能に係る情報を提供し、自動運航システムの適切な設置・利用を支援

技術の優劣の適切な判断を支援することで、安全性の向上を図るとともに、我が国海

事産業の競争優位性を確立

IOT活用船

陸上からの操船や高度なAI等によ

る行動提案で、船員をサポート

自律性が高く、意思決定者が船

員でない領域が存在する船舶

2025年までの実用化

自動運航船の段階的発展

他国の自動運航システムに関する情報収集及び我が国技術との比較検討

自動化システム技術に係る安全要件及び性能評価手法の検討・シミュレーションの実施

デジタル化の進展に伴い近年注目を集める自動運航船について、海難事故の減少、船

員労働環境の改善、我が国海事産業の国際競争力強化を目的として国際基準の策定を

我が国が戦略的に主導し、フェーズⅡ自動運航船の２０２５年までの実用化を目指す。

効 果

背景・課題

事業内容
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（６）官公庁船分野の海外展開に向けた環境整備の高度化
要求額 ５０百万円（新規）

令和４年12月の国家安全保障戦略では、海洋安全保障、法の支配、経済安全保障等の強化
のための支援や、同志国の安全保障上の能力・抑止力の向上を目的とした装備品・物資の
提供やインフラの整備等を行うとされており、海上防衛・海上保安のための船の海外展開の
更なる推進が必要。

令和５年３月に岸田総理が発表した「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」のための新たな
プランにおいても、巡視船供与を含めた各国の海上法執行能力強化を支援することとしてい
る。

しかし、官公庁船の海外展開では、情報の秘匿性から民間のみでの情報収集が容易でない
ことに加え、事前に提案・スペックイン可能な基本設計ラインアップが無いため、我が国は、案
件形成に長い時間を要し、特に仕様が複雑な中・大型官公庁船の案件組成で苦戦。

インド太平洋諸国のニーズに合致した官公庁船を迅速かつ的確に提案・スペックインすること
によって、我が国による官公庁船の海外展開を加速・効率化。

インド太平洋の海上防衛・保安の現状、
官公庁船の整備計画、維持管理の体制
等の調査及び共通ニーズの洗い出し（案
件発掘調査）。

ニーズを踏まえ、事前に提供可能な中・
大型官公庁船の基本設計ラインアップの
作成。

・基本設計（一般配置図等）の作成
・基本設計の基準適合性評価

背景・課題

事業内容

効果

基本設計のイメージ

フィリピンに日本が建造・供与した巡視船（2022年）
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◆

我が国技術による新素材（７％Ni鋼）のガス燃料タンクの国際基準化（国際海事機関（IMO）
への提案）に向け、安全性に係るデータの収集を引き続き実施

（１）ガス燃料船の競争力強化
要求額 １０百万円（前年度 １１百万円）

海事分野のカーボンニュートラル推進

ガス燃料船の重要部品

エンジン

海事分野のカーボンニュートラルには、LNG、アンモニア、水素等のガス燃料への転換が必要。
先駆けとしてLNGが2020年代前半から普及しているが、LNG燃料タンクを中国からの調達に依
存しており、納期面やコスト面に課題あり。
LNG燃料タンクの製造に使用する９％Ni鋼はコストが高いため、我が国はNi（ニッケル）の使用
割合が少ない７％Ni鋼を使用したLNG燃料タンクを開発。

LNG燃料船の新素材燃料タンクの国際基準化

ガス燃料船

新素材燃料タンクの国際基準化により、海運の脱炭素化・我が国造船業の国際競争力強化

ガス燃料タンク

R5年度 R6年度 R7年度～

新素材燃料
タンクの

国際基準化 基準案承認

IMOにおける議論

暫定ガイドライン策定

●

◆基準案の検討

IMO提出

◆

就航

LNG船での検証

ガス燃料供給装置

データの共有

「令和３年度社会変革と物
流脱炭素化を同時実現する
先進技術導入促進事業」

の補助を受けて現在建造中

LNG船建造

本事業

本事業の対象

2025年2000年 2050年

アンモニア

水素

2026年実証

2027年実証

重油

LNG 合成燃料（グリーンメタン）

合成燃料（グリーンメタノール）

バイオ燃料（バイオディーゼル等）
合成燃料

※合成燃料：再生可能エネ
ルギーにより生成された水
素と、回収した二酸化炭素
を合成して製造される燃料

効 果

背景・課題

事業内容
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（２）脱炭素燃料のバンカリングガイドラインの策定に向けた調査
要求額 ３０百万円（前年度 ２０百万円）

脱炭素燃料であるアンモニア・水素を燃料とする船舶は、グリーンイノベーション基金による

技術開発を実施中であり、実証運航・社会実装に向け着実に進められている。これまで、ア

ンモニアや水素は船舶の燃料として使用されていなかったことから、安全にバンカリング（燃

料供給）を実施するために必要な海域の条件・操船方法の検討は行われてこなかった。

そのため、本事業では、アンモニアを燃料とする

船舶のバンカリングに関するガイドラインの整備

に向け、安全なバンカリングが可能な海域の条件

・操船方法の検討を行うことにより、これらの船舶

の商業運航に向けた環境整備を行う。

アンモニア燃料バンカリングの暫定ガイドラインの策定により、アンモニア燃料船の開発と並行し
た関係機関との円滑な調整と、安全かつ効率的なバンカリングを実現

○海域の条件
• 周囲を航行する船舶との距離の設定範囲
○離接舷条件
• 離接舷が可能な風速・波高の洗い出し
○操船方法
• 速やかな離接舷方法
• 2船間係留時の安全対策

アンモニア燃料バンカリングの暫定ガイドラインのとりまとめ

効 果

背景・課題

事業内容
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（３）GHG削減に向けた国際戦略の推進
要求額 ３０百万円（新規）

本年7月、国際海事機関（IMO）において、「国際海運からの2050年頃ま
での温室効果ガス（GHG）排出ゼロ」を新たな国際海運の目標とすること
に合意。これまで「今世紀中出来るだけ早期の排出ゼロ」としていた目
標を大幅に前倒し、強化。

目標を達成するためには、GHGを排出しないゼロエミッション船の導入・
普及が必要であり、これに向けたIMOにおける新たな国際ルール作りの
作業が今後本格化。

また、既に実施されているGHG排出削減のための制度の見直しも今後
加速。

IMOにおける効果的な国際ルールの策定・実施につなげ、ゼロエミッション船の世界的な
普及に向けた国際的な取組を推進する。

IMOにおける新たな国際ルールの導入等に係る議論において、日本が提案するインセンティブ
制度案や各国の主張を調査・分析
⇒得られたデータをもとに、IMOにおいて日本が合理的な提案を実施

効 果

背景・課題

事業内容

新たな国際海運からのGHG排出削減目標（2023年7月合意）

2008

GHG排出
基準年

2030 20502040

GHG排出
ゼロ

輸送量当たりCO2排出40％削減
ゼロエミ燃料等の使用割合5～10％

GHG排出
70～80％削減

GHG排出
20～30％削減

従来のGHG削減目標（2018年合意）
2030 2050

GHG排出
50%削減

~2100

GHG排出
ゼロ

*今世紀中、出来るだけ早期

基準年

輸送量当たりCO2排出
40％削減

大幅に前倒し

ゼロエミッション船への移行が必要不可欠

国際交渉を通じた
IMOにおける国際ルール策定

ゼロエミッション船

化石燃料船

移行を促進するための制度が必要
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（４）内航カーボンニュートラルの実現に向けた環境整備

要求額 ３０百万円（新規）

地球温暖化対策計画における船舶分野の2030年度CO2排出削減目標（2013年度比181万ト
ン削減）や2050年カーボンニュートラル達成に向けて、バイオ燃料取扱ガイドラインやゼロエ
ミッション船の開発等を実施。

ゼロエミッション船の導入には、水素やアンモニア、バイオ燃料、LNG、メタノール、蓄電池と
いったゼロエミッション燃料等の普及が必要不可欠。しかしこれら新燃料等は、供給量見通し
や価格などが不明確なことが多く、導入検討の障害となっている。

特にメタノールはLNGの燃料高騰等が発生する中で、メタノール燃料船の建造は比較的容易
であること、液体燃料のためガス燃料より取扱いが容易であることから、選択肢として期待が
高まっている。

〇 ゼロエミッション燃料等の供給・利用に関する調査
→製造方法・サプライチェーン・供給量・価格等を調査し、供給に向けた課題等を整理
→利用に向けた課題等を整理

・地球温暖化対策計画に掲げた２０３０年度二酸化炭素削減目標の達成に寄与
・内航海運全体の脱炭素化に向けた取組を加速

2025年2000年 2050年

アンモニア

水素

2026年実証

2027年実証

重油

LNG 合成燃料（グリーンメタン）

合成燃料（グリーンメタノール）

バイオ燃料（バイオディーゼル等）
合成燃料

効 果

背景・課題

事業内容

※合成燃料：再生可能エネ
ルギーにより生成された水
素と、回収した二酸化炭素
を合成して製造される燃料
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（５）浮体式洋上風力発電施設の導入拡大・海外市場獲得に向けた環境整備
要求額 ３０百万円（新規）

・ 我が国産業の浮体式洋上風力発電産業における競争力確保

・ 我が国技術の国際標準化、海外市場獲得

洋上風力発電は、カーボンニュートラルを実現するための「再生可能エネルギーの主力電源

化に向けた切り札」とされ、2040年に全世界で120兆円超の投資が見込まれる成長市場。

今後着床式から浮体式へと市場が広がっていくにつれ、新たなプレーヤーとして造船業等が

培ってきた技術に対する期待が増大。我が国産業の競争力強化を図る好機であり、国内サ

プライチェーンの形成と海外市場展開を見据えた取組が必要。

このため、総理指示の下、浮体式の産業戦略及びその導入目標が策定され、今後、事業化

に向けた官民の取組が一層加速する見込み。

・ 取組方針を受けて、今後の実証事業と並行して、商用化時の大規模ウィンドファームの運用

を想定したコスト低減策の検討、新技術・新コンセプトへの対応、これまでの実証事業の結果

等を踏まえた技術基準・ガイドラインの追加の検討等を行う。

効 果

背景・課題

事業内容
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（１）独立行政法人海技教育機構経費
要求額 ７，６５１百万円（前年度 ６，５７６百万円）

海事人材の確保・育成

・条約上要求される知識・技能をより効果的・効率的に訓練するため、陸上訓練施設の充実を図る

・練習船「海王丸」について、船齢５０年まで使用することを前提とした船体整備を推進する

○陸上工作技能訓練センターの整備

高度な機材を設置 自動制御実習装置
冷凍サイクル実習装置

始動器回路実習装置 等

陸上工作技能訓練センター

練習船の修繕

〇練習船「海王丸」の大規模修繕
1989年竣工（船齢３４年）

⇒環境保護関係条約への対応

⇒各機器の経年劣化・老朽化への対応

⇒男女共同参画のための船内環境改善

海技大学校
機関科の乗船実習の

一部を陸上で実施

各機器の運転、整備などの訓練について、集中的かつ計画的に
実施可能となり、教育内容の高度化・深度化を実現する。

陸上工作技能訓練センター

＜船員養成実施体制＞

（独）海技教育機構（JMETS）においては、船員の高齢化の進行による船員不足への対応はも
とより、海運業界の最新のニーズや最近の技術革新等に適応した優秀な船員の養成を行い、船
員教育における質の向上と船員養成数の拡大を実現することが求められている。

等

事業内容

学
科

海上技術学校（２校）

◆４級海技士養成、高卒対象
■修業期間２年

◆４級海技士養成、中卒対象
■修業期間３年６月

海技大学校（１校）

335名

70名

30名
若干名

◆３級海技士養成（上記学校卒対象）
◆３級海技士養成（上記学校卒以外対象）
■修業期間２年

商船系大学（2校）

商船系高等専門学校（５校）

200名

160名
◆３級海技士養成、乗船実習科
■修業期間４年６月

◆３級海技士養成、商船学科
■修業期間5年6月

乗
船
実
習

国土交通省所管
（独）海技教育機構

180名

銀河丸

180名

青雲丸

108名

海王丸

120名

日本丸

120名

大成丸

帆船

※人員数は実習生定員数

汽船

乗船実習を委託

文部科学省所管

練習船５隻

海上技術短期大学校（５校）

効果

効果

背景・課題

-15-



低下する若年内航船員の定着率

（２）船員の確保・育成体制の強化
要求額 ９９百万円（前年度 ９１百万円）

背景・課題

物流２０２４年問題への対応

内航海運は、国内貨物輸送量は４割、 産業
基礎物資の輸送に関しては８割を担い、国
民生活や経済活動を支える「物流の大動
脈」であり、船員の確保・育成が必要。

２０５０年までのカーボンニュートラルの実現

内航船は、CO２排出量がトラックの5分の
1であり、モーダルシフトの受け皿の役割も
期待。カーボンニュートラルに資する船舶
の運航を支える船員の確保・育成が必要。

経済安全保障の確立

四面環海、資源の乏しい日本の発展には、
安定的な国際海上輸送の確保が極めて
重要であり、船員の確保・育成が必要。

デジタル化への社会的要請の高まり

「船員の働き方改革」・「海運の生産性向上」
による船員の確保・育成が必要。

船員の確保を巡る厳しい現状

悪化する有効求人倍率

1.32

2.48

3.85

0

5

2012.3 2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

陸上全体 自動車運転者 船員

85.0%

81.5%
78.9%

75.8%

72.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

高齢船員の高い割合と
内航船員数の減少

海運を巡る最近の諸課題の解決には、海運の担い手である船員を
確保・育成するための総合的な対策が必要不可欠

内航船員の確保・育成 外航船員の確保・育成 離職者の再就職支援

船員計画雇用促進事業

船員の働き方改革に取り組む
事業者が、日本船舶・船員確保
計画に従って行う、自発的な
新人船員の雇用・育成を支援。

内航船員就業ルート
拡大支援事業

一般教育課程出身者向けの就
業ルートにおける実習の場（社
船）を提供する協力事業者に
対し費用の一部を補助。

外航基幹職員養成事業

即戦力としてのキャリア形成
を支援するための訓練を官労
使が連携して実施。国として
乗船前訓練費用を補助。

優秀なアジア人船員の
養成・確保

我が国商船隊に船員を供給す
るアジア地域の船員教育機関
の教官に対する研修を、我が
国において実施。

技能訓練事業

離職船員の免許等のミスマッ
チを解消し、再就職促進を図
るため、海技免許等の取得に
係る訓練費用の一部を補助。

船員離職者
職業転換等給付金

離職を余儀なくされた船員に
対し、失業等給付の基本手当
受給終了後に給付金の給付を
行い、再就職の促進等を支援。

外航日本人
船員数の減少
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（３）造船業における人材の確保・育成
要求額 １１９百万円（前年度 ７２百万円）

・造船業を支える技術者や現場技能工の育成・確保

・造船業の持続的な発展と地域経済・雇用の拡大

R5 R6～

次世代の造船人材のあり方検討
今後の造船人材に求められる能力、外部人材の
活用、能力評価に基づく柔軟な人材配置などに
ついて調査・検討

造船業の働き方改革に向けた検討
技術者・技能者の入職・定着の阻害原因等の分
析、設計・建造現場における働き方改革に向けた
調査・検討

外国人材の適正な受入れ
「特定技能制度」による外国人材の受入れにあた
り、制度の適切な運用に向けた措置を実施

（年）

（人）

造船業の従業員数推移

4% 4% 3% 3% 2%

27% 26% 24% 21% 20%

30% 31% 32% 33% 33%

21% 24% 26% 29% 29%

8% 8% 8% 9% 11%10% 7% 6% 5% 5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2018 2019 2020 2021 2,022

～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～

造船業の年齢構成推移

（年）

（出典）日本造船工業会及び日本中小型造船工業会調べ
社外工を除く

（歳）

背景・課題

事業内容

課題調査・検討

課題調査・検討

新しい造船人材の
確保・育成に向けた

ガイドライン検討

働き方改革に向けた
対策の検討

能力評価・協業
ガイドライン検討

巡回指導、技能試験問題の整備、
特定技能協議会の開催等

今後増加が見込まれるゼロエミッション船や自動運航船等の次世代船舶の建造需要に対応

するためには、デジタル技術等を習得した高度な人材の確保・育成が必要

国内の人口減少に伴い、造船業では若年層を中心に人手不足が深刻化しており、人材を確

保するためには、魅力ある職場への変革が不可欠

国内人材の確保・育成に向けて取り組んでもなお不足する人材を補うため、特定技能制度に

よる外国人材の適正な受入れも重要

効 果

（出典）海事局調べ

15,648 15,380 15,340 14,751 14,136 

19,422 18,652 17,907 17,048 15,765 

46,513 43,434 40,833 36,618 32,826 

8,165 
8,346 9,437 

7,440 
5,737 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

2018 2019 2020 2021 2022

職員 本工 社外工 外国人材
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２．総合的な海上安全対策等の推進

（１）旅客船事業者等に対する検査・監査体制の強化
要求額 ５３５百万円（前年度 ５４１百万円）

安全・安心な海上交通を実現するため、船舶検査、運航労務監査、運輸安全マネジメント、ＰＳＣ
等のハード・ソフト両面での効率的・効果的な業務執行を通じて、船舶の安全対策を強化する。

特に、知床遊覧船事故を踏まえた安全対策の一環として、事業者への監査や、日本小型船舶
検査機構(JCI)への監督体制を強化する。

海上輸送・船舶の安全性確保 ・ 安全・安心な海上交通の実現

○運航労務監査実施体制の整備
- 監査件数の増加、抜き打ち等による監視

の強化 等
○海事分野における運輸安全マネジメント

評価の実施

○海技士等国家試験の実施
○海技免状等の発行、管理等の免許関係

事務実施体制の整備

○ＰＳＣ実施体制の整備
○外国船舶監督官の効率的・効果的な業務

執行のための研修の実施

○船舶検査・測度実施体制の整備
- 検査方法の総点検・是正、検査現場への

立ち会い等を通じたJCIへの監督強化
○放射性物質等の海上輸送の安全性向上
○登録船級協会等の監査の実施

ＰＳＣ（ポートステートコントロール） 海技資格制度

船舶検査等 運航労務監査 ・ 運輸安全マネジメント

（２）マラッカ・シンガポール海峡等航行安全対策
要求額 ３６百万円（前年度 ３１百万円）

○ 目 的
我が国への海上輸送路としても極めて重要なマラッカ・シンガポール海峡の航行安全を確保す

るため、我が国が主導的な役割を担い、沿岸国による航行援助施設の早急な代替整備や適切
な維持管理を支援する。

船舶の衝突等により損傷・消失した航行援助施設（灯台・ブイ等）について、代替整備に向けた
事前調査（現況調査、代替施設の設計等）を行うとともに、沿岸国による航行援助施設の維持管
理の適切な実施を確保するための研修を行う。

○ 内 容

座学研修 実地研修

沿岸国による航行援助施設の適切な代替整備・維持管理の実施

潜水調査

航行援助施設の代替整備に関する事前調査 沿岸国の維持管理能力向上のための研修

調査船
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３．その他（海事振興等）

（１）海洋教育推進事業
要求額 ６百万円（前年度 ６百万円）

（２）海洋・海事への関心と理解促進に向けた取組
要求額 １０百万円（前年度 ５百万円）

C to Seaプロジェクトでは海事産業の人材確保に寄与することを目指し、特に若年層に向けて
海や船への関心を喚起するため、SNSを活用した効果的な情報発信を強化する。近年はスマー
トフォン等の普及により、動画から情報を得るコンテンツ（YouTube、Instagram等）を利用する者
が多いことから、動画形態による情報発信を積極的に行う。

○施策内容

・動画編集技術を持ち、SNSにおける動画投稿に精通する有識者とC to Seaプロジェクトの
SNSを分析

・海事産業や海・船の魅力を訴求するための動画を企画及び撮影
・C to Seaプロジェクトの動画スタイルをブランディングし、オリジナルの動画を作成
・動画を分析し、次回の動画をより効果的に拡散するためのプロセスを検討

○事業イメージ

分析

海ココちゃんねる

発信

企画→撮影→編集

②海事産業の認知向上、
海や船への理解の増進

③海洋国家の持続的発展、
海事産業の人材確保に寄与

①魅力的・統一されたコン
テンツで興味関心を促進

我が国の海洋国家としての維持成長や海事産業の国際競争力の強化のためには、国民、特
に若年層に海洋や海事産業への関心や親近感持ってもらい、その重要性を認識してもらうこと
が重要である。

本事業により、児童・生徒・教員・保護者に対して、出前講座や体験型学習等の場を提供する
ことで、普段接する機会の少ない海や船、海事産業や船員の職業について触れる機会や学ぶ
機会を創出し、海洋や海事産業の理解増進を図る。

〇事業イメージ

理解醸成段階 （主に小・中学生）

業界見学会 出前講座

体験乗船会

◆海事産業への進路の選択を促す
取組

海の理科教室

進路段階 （主に高校生以上）

◆海や海事産業への気付き、
理解を促す取組

若年層の段階に応じた取組

海の仕事に興味を持つ生徒の増加

海に興味を持つ児童・生徒の増加
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４．関連事項

（１）離島航路の確保維持による地域の活性化（地域公共交通確保維持改善事業）
【関連施策（総合政策局）】要求額 ２８２億円の内数（前年度 ２０７億円の内数）

離島航路は、離島に暮らす住民にとって、日常生活における移動や生活必需品等の輸送の
ために不可欠の交通手段であり、唯一かつ赤字の航路の確保・維持を図る。

（２）海事観光の推進（地域における受入環境整備促進事業）
【関連施策（観光庁）】要求額 １９億円の内数

持続可能な形で旅行需要の本格的な回復を図るため、ストレスフリーで快適な旅行を満喫
できる環境及び非常時においても安全・安心な旅行環境の整備を促進する。

【補助事業の一例】
・キャッシュレス決済対応
・無料公衆無線LAN環境の整備
・多言語対応
・トイレの洋式化
・非常用電源装置 等

多言語対応非常用電源装置キャッシュレス決済対応

無料公衆無線LAN環境の整備
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洋上風車の浮体基礎

（４）国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所経費
【関連施策（総合政策局）】要求額 ６２億円の内数（前年度 ５３億円の内数）

（５）我が国海事関連技術の海外展開の推進
【関連施策（総合政策局）】要求額 ２１億円の内数（前年度 １７億円の内数）

○洋上浮体技術の海外展開の推進

我が国の浮体技術を活用した洋上風力発電に関する提案を
行うため、今後海外展開が期待される、東南アジア等において、
浮体式洋上風力発電のニーズ、基地港湾の活用、輸送コストを
考慮した浮体基礎の試設計、採算性等の事業性評価等を行い、
日本企業の洋上浮体技術の海外展開を推進する。

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所の海事分野の研究機関である海上技術安全
研究所において、海上輸送の安全確保、環境負荷低減、海洋開発の推進及び海上輸送を支え
る基盤的技術開発等に取り組むとともに、災害対策活動の拠点である一方で老朽化が進んで
いる建物についての耐震化及び2050年カーボンニュートラルの実現に向けて必要な設備の高
度化を行う。

（３）物流の2024年問題の解決等に向けた物流の革新
【関連施策（物流・自動車局）】要求額 ６億円の内数＋事項要求

物流業務における自動化等により、船員等の労働時間、作業負担を軽減するとともに、内航

海運等のデジタル化を促進する。

※「物流2024年問題」の解決等に向け持続可能な物流を実現すべく、モーダルシフトを強力に

促進するための環境整備等に必要な経費については、事項要求を行い、予算編成過程で検討

する。
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（６）船舶共有建造制度による代替建造の促進
財政投融資計画予算額 ２３０億円（前年度 ２２２億円）

（７）海事行政DXの推進
【関連施策（デジタル庁）】要求額 １７７百万円

情報の一体管理
旅客船等（※）に関する様々な
情報を全てデータベース化

安全対策に活用
（監査・処分の強化、船舶検査の実効性向上）

行政手続の
デジタル化

行政手続を大胆にデジタル化
（出頭不要、ペーパーレス等）

事業者、船員、行政の負担軽減
（業務効率化・生産性向上）

（※）遊漁船・貨物船

利用者への情報
提供の充実

利用者ニーズの高い情報提供 安全な事業者の選択等を促進

デジタル技術の積極的に活用により海運関連産業の安全性向上及び業務効率化による生産
性向上を実現するため、海事行政DXを推進することとし、情報の一体管理、行政手続のデジタ
ル化、利用者への情報提供の充実のための取組を進める。

海事行政ＤＸの方向性

主な事業内容

旅客船等事業者情報のデータ
ベース化と情報連携環境を整
備するとともに、船員手帳のデ
ジタル化をはじめとする海事行
政手続きのデジタル化のため
のシステム整備を図る。

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構による低利・長期の資金供給及び技術支援を通じて、
国内海運の政策課題（環境負荷低減、物流の効率化、離島航路の維持等）に対応した貨物船
及び旅客船の建造を支援する。
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


